
Ⅰ 申請概要 
 

１．申請者 

東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」という。） 

代表取締役社長  江部 努 

西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。） 

   代表取締役社長  大竹 伸一 
 

２．申請年月日 

   平成２４年１月１７日（火） 

 

３．実施予定期日 

   平成２４年４月１日（日）から実施。 

    

４．概要 

 ＮＴＴ東西（ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本）のＮＧＮ（Next Generation Network）は、平成２０年

３月末から商用サービスが開始されているところ、同年３月の情報通信審議会答申「次世代

ネットワークに係る接続ルールの在り方について」等を踏まえ、以下の４機能に係る平成２４

年度接続料を設定するため、接続約款の変更を行うものである。 

Ａ 一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能（収容局接続機能） 

・・・他事業者が自らアクセス回線を調達し又はＮＴＴ東西からアクセス回線を借りた上で、

当該回線をＮＧＮの収容ルータに接続してＮＧＮを利用する形態 

Ｂ 関門交換機接続ルーティング伝送機能（ＩＧＳ接続機能）   

・・・電話サービス提供事業者が、自網をＮＴＴ東西の関門交換機（ＩＧＳ:Interconnection 

Gateway Switch）に接続してＮＧＮ又はひかり電話網の電話利用者への着信のため

に利用する形態 

Ｃ 一般中継局ルータ接続ルーティング伝送機能（中継局接続機能） 

・・・他事業者が自らのＩＰ網をＮＧＮのＧＷルータ（ゲートウェイルータ）に接続してＮＧＮ

を利用する形態 

Ｄ イーサネットフレーム伝送機能（イーサネット接続機能） 

・・・他事業者が自らのネットワークをＮＧＮイーサネットワークのＧＷスイッチ（ゲートウェ

イスイッチ）に接続してＮＧＮの機能（ＰＶＣタイプ）を利用する形態 

※ ＰＶＣ（パーマネント・バーチャル・サーキット）：１対１でのみ接続するサービス 

 

別紙１ 



【参考：ＮＧＮのアンバンドルメニューの概要】 

 

※この他にイーサネット接続も存在。 



Ⅱ 主な変更内容 
 

収容局接続機能、IGS接続機能及び中継局接続機能に係る接続料の改定 
 

１．平成２４年度接続料 
 

 ＮＧＮは、サービス開始から日が浅く今後相当の需要の増加が見込まれるサービスである

ことから、ＮＧＮの平成２４年度接続料については、将来原価方式にて算定することとしている。

また、ＮＧＮの需要については、今後の新サービスの登場等によりトラヒックが大きく変更する

可能性が高いことから、今回の申請案では、平成２４年度の１年間を算定期間としている。 

 具体的には、平成２２年度の接続会計における一般第一種指定設備（ＮＧＮに係る設備）の

費用をベースに、昨年度の算定と同様、フレッツ光ネクストのユーザ数等に応じた設備構築

実績を踏まえて予測した平成２４年度の取得固定資産価額の伸び率等を考慮した上で、各費

用の算定等を行っているところ、その結果は以下のとおりである。 

 
（ ）内の数字は平成 23 年度接続料に対する増減額 

 収容局接続機能 
【装置・月】 

ＩＧＳ接続機能 
【３分】

※ 
中継局接続機能 

【１０Ｇポート・月】 

平成 24 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 23 年度

ＮＴＴ 

東日本 

145.4 万円 

（▲1.0％） 

146.9 万円 4.58 円

(▲8.4％)

5.00 円 527.1 万円 

(▲2.7％) 

541.7 万円

ＮＴＴ 

西日本 

192.6 万円 

（▲11.6％） 

217.8 万円 5.33 円

(▲7.0％)

5.73 円 470.8 万円 

(▲28.0％) 

654.2 万円

※１通信ごと・１秒ごとの料金は、Ｐ９参照。中継系交換機能に係る平成２３年度接続料（３分当たり 0.41 円）を含む。 
 

  

【参考：ＮＧＮ設備とアンバンドル機能の関係】 
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２．接続料算定 
 

１）接続料原価の算定フロー 
 

 今回の申請案における接続料原価は、昨年度の算定と同様、二つのフローを用いて行って

いる。 

 第一は、ＮＧＮを構成する設備別コスト及びひかり電話網のコストを算定するフロー（Step1）

であり、平成２２年度接続会計から推計したコストをベースに算定している。 

 第二は、第一で算定したコストを関係する機能に配賦するフロー（Step2）である。各機能へ

のコスト配賦は、昨年度の算定と同様の手法により設備の種類に応じて異なる取扱いを行っ

ている。 
 

２）Ｓｔｅｐ１：設備別コストの算定 
 

 今回の申請案において、平成２４年度のＮＧＮ及びひかり電話網のコストは、平成２２年度

接続会計における費用をベースに、平成２４年度までの取得固定資産価額の伸び率等を考

慮した上で予測・算定している。 

 なお、今回の算定では、平成２２年度の設備量の実績値をもとに、フレッツ光ネクストのユー

ザ数等に応じた設備構築実績を踏まえて設備増設を予測することで、平成２４年度の取得固

定資産価額を算出しているところである。 

 この結果、平成２４年度における各設備別のコストは、以下のとおりである。 

（単位：百万円） 

 
NTT 東日本 NTT 西日本 

設備管理 

運営費 

自己資本 

費用等※ 
合計 

設備管理 

運営費 

自己資本 

費用等※ 
合計 

収容ルータ 22,041 1,388 23,429 17,178 888 18,066

中継ルータ 13,529 894 14,423 12,242 676 12,918

ＭＧ 1,569 91 1,660 2,123 91 2,214

ＧＷルータ 58 3 61 78 4 82

網終端装置（ＩＳＰ） 12,410 742 13,152 15,449 807 16,256

網終端装置（ＶＰＮ） 2,331 133 2,464 2,084 107 2,191

ＳＮＩ収容ルータ 424 24 448 548 24 572

ＳＩＰサーバ 9,247 603 9,850 6,846 364 7,210

伝送路 
伝送装置 7,844 757 8,601 6,586 562 7,148

中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ 467 87 554 730 111 841

ＮＧＮ合計 69,920 4,720 74,640 63,865 3,633 67,498
  

ひかり

電話網 

SIP ｻｰﾊﾞ以外 9,627 431 10,058 12,540 543 13,083

SIP サーバ 2,916 117 3,033 1,816 67 1,883

ひかり電話網合計 12,542 548 13,090 14,356 612 14,968
 

      

合計 82,463 5,268 87,730 78,221 4,245 82,466

  ※自己資本費用、他人資本費用、利益対応税の合計値 



３）Ｓｔｅｐ２：Ｓｔｅｐ１で算定したコストの関係する機能への配賦 
 

①関係する機能への直課 
 

 今回の申請案において、中継ルータ・伝送路・ＳＩＰサーバの三設備以外の設備に係るコ

ストについては、昨年度の算定と同様、以下のとおり関係する機能に直課している。 

 

ＮＧＮ 

収容ルータ、網終端装置（ＩＳＰ) 収容局接続機能 

ＭＧ ＩＧＳ接続機能 

ＧＷルータ 中継局接続機能 

網終端装置（ＶＰＮ）、ＳＮＩ収容ルータ 未アンバンドル機能 

 

②中継ルータと伝送路のコストの関係する機能への配賦 

 

ア ポート実績トラヒック比による配賦 

 

 中継ルータと伝送路※１については、ＮＧＮで提供される全てのサービス・機能（イーサネッ

ト関係を除く。）で共用されるものであるため、当該設備に係るコストを関係する機能へ配

賦するためのコストドライバを用いている。 

 当該ドライバについては、昨年度の算定と同様、「ポート実績トラヒック比」を採用してい

る。「ポート実績トラヒック比」は、各エッジ設備※２における中継ルータ向けポートに着目し、

平成２２年度の１年間における当該ポートを通過する全パケットを集計（ビット長に換算）し、

各ポートにおける実際のトラヒック（アクティビティ）に基づき、配賦の比率を算定するもの

である。 

 

※１ 伝送路は、後述するイーサネット接続機能とも共用されるが、伝送路コストは、波長数比により、イーサネット接続

機能とそれ以外の機能との間で分計している。 

※２ ネットワークのエッジ（端）にある設備。ＮＧＮにおいては、網終端装置（ＩＳＰ）、網終端装置（ＶＰＮ）、収容ルータ

（ＳＮＩ・ベストエフォート）、収容ルータ（ＳＮＩ・地デジＩＰ再送信）、収容ルータ（ＳＮＩ・ＱｏＳ通信）、ゲートウェイルータ

（ひかり電話以外のＱｏＳ通信）、ゲートウェイルータ（ひかり電話・標準音質/高音質等）及びメディアゲートウェイが

該当。 

 

イ ＱｏＳと帯域換算の加味 

 

 今回の申請案では、中継ルータと伝送路のコストについて、上述のポート実績トラヒック

比により配賦を行うに当たり、既存のネットワークと異なるＮＧＮの特徴を考慮して、ＱｏＳ

の有無・程度の加味及び帯域換算係数の採用の二つの措置を講じているところ、以下の

理由により、昨年度と同様の対応としている。 

（１） ＱｏＳは、最優先通信と高優先通信についての通信品質を確保するために要求した

帯域に上乗せした帯域（最優先通信で要求帯域の２０％、高優先通信で要求帯域の１

６％）を確保していることから、当該上乗せ帯域を含めてトラヒックを観念して費用配賦

を行うものであるが、当該帯域制御の方法については昨年度と変化がない。 

（２） また、帯域換算係数は、一般的にＩＰ系の装置価格については、帯域差ほど費用差



が生じておらずスケールメリットが働くことに着目して帯域当たりの費用を低減させたコ

スト算定を行うものである。具体的には、昨年度の算定と同様、市販のルータのポート

帯域とポート単価から帯域とコストの関係を推定し、帯域比では１：１００であるものが

ポート単価比では１：７．４（帯域１０倍ごとにコストが約２．７倍に増大）となるように設定

している。 
 

ウ 中継ルータと伝送路のコストの配賦結果 
 

 上記ア・イに基づき、中継ルータと伝送路のコストについては、エッジ設備ごとに以下の計

算式により「換算後ポート実績トラヒック」を算定し、エッジ設備全体の当該換算後ポート実

績トラヒックを求めた上で、これに対する比率を用いて関係する機能に配賦している。 

1 ﾎﾟｰﾄあたり実績ﾄﾗﾋｯｸ×QoS 換算係数×帯域換算係数×稼働ﾎﾟｰﾄ数 ＝ 換算後ﾎﾟｰﾄ実績ﾄﾗﾋｯｸ

 なお、NTT 東西においては、平成２３年度より、順次地域 IP 網のトラヒックのＮＧＮへのル

ート変更を開始している（ＮＴＴ東西とも平成２４年度までに完了予定）ことから、当該ルート

変更も踏まえた予測を行っている。 

 以上を踏まえた結果は、以下のとおりである。 

（単位：百万円） 

 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

費用 換算後ﾎﾟｰﾄ実績ﾄﾗﾋｯｸ比 費用 換算後ﾎﾟｰﾄ実績ﾄﾗﾋｯｸ比

中継ﾀﾞー ｸ
以外※１ 

中継 
ﾀﾞー ｸ※２ 

中継ﾀﾞー ｸ
以外※１ 

中継 
ﾀﾞー ｸ※２

収容局接続機能 18,351 77.47% 93.03% 15,881 75.32% 91.15%

ＩＧＳ接続機能 3,998 17.22% 5.99% 4,028 19.76% 7.52%

中継局接続機能 59 0.26% 0.06% 45 0.22% 0.08%

未アンバンドル機能 1,167 5.05% 0.92% 954 4.70% 1.25%

合計 23,578 100.0% 100.0% 20,907 100.0% 100.0%
※１ 中継ルータ及び伝送装置。 

※２ 中継ダークファイバ分は帯域換算を行っていない。 
 

③ＳＩＰサーバのコストの関係する機能への配賦 
 

 今回の申請案では、平成２２年度の通信実績からひかり電話の増加等を踏まえて予測し

た平成２４年度におけるＳＩＰサーバを用いるサービス別の通信回数を設定し、当該通信回

数比により、ＳＩＰサーバのコストを関係する機能に配賦している。その結果は以下のとおり

である。 

（単位：百万円） 

 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

費用 通信回数比 費用 通信回数比 

ＩＧＳ接続機能 8,682 88.14% 6,394 88.68%

中継局接続機能 133 1.35% 99 1.37%

未アンバンドル機能 1,035 10.51% 717 9.95%



合計 9,850 100.0% 7,210 100.0%

 

④ひかり電話網のコストの関係する機能への配賦  
 
 今回の申請案では、平成２２年度の通信実績からひかり電話の増加等を踏まえて予測し

た通信回数及び通信時間を用いて、「Ⅰ.ＮＧＮのひかり電話ユーザとひかり電話網のひか

り電話ユーザ間の通信」と「Ⅱ.それ以外の通信」について、昨年度の算定と同様、Ⅰにつ

いては未アンバンドル機能に、ⅡについてはＩＧＳ接続機能に配賦している。 
 

⑤アンバンドル機能ごとの接続料原価 【まとめ】 
 

 以上をまとめると、アンバンドル機能ごとの接続料原価は以下のとおりとなる。 
 

【ＮＴＴ東日本】                                       （単位：百万円） 
 収容局接続

機能 
ＩＧＳ接続 

機能 
中継局接続

機能 
未アンバンドル

機能 
合計 

収容ルータ 23,429 - - - 23,429

中継ルータ 11,173 2,484 37 728 14,423

ＭＧ - 1,660 - - 1,660

ＧＷルータ - - 61 - 61

網終端装置（ＩＳＰ） 13,152 - - - 13,152

網終端装置（ＶＰＮ） - - - 2,464 2,464

ＳＮＩ収容ルータ - - - 448 448

ＳＩＰサーバ - 8,682 133 1,035 9,850

伝送路 
伝送装置 6,663 1,481 22 435 8,601

中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ 515 33 0 5 554

ＮＧＮ合計 54,932 14,340 253 5,115 74,640
  

ひかり電話網 - 12,024 - 1,067 13,090

合計 54,932 26,364 253 6,182 87,730
 

【ＮＴＴ西日本】                                       （単位：百万円） 
 収容局接続

機能 
ＩＧＳ接続 

機能 
中継局接続

機能 
未アンバンドル

機能 
合計 

収容ルータ 18,066 - - - 18,066

中継ルータ 9,730 2,553 28 607 12,918

ＭＧ - 2,214 - - 2,214

ＧＷルータ - - 82 - 82

網終端装置（ＩＳＰ） 16,256 - - - 16,256

網終端装置（ＶＰＮ） - - - 2,191 2,191

ＳＮＩ収容ルータ - - - 572 572

ＳＩＰサーバ - 6,394 99 717 7,210

伝送路 
伝送装置 5,384 1,412 16 336 7,148

中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ 767 63 1 11 841

ＮＧＮ合計 50,203 12,636 226 4,434 67,498
  

ひかり電話網 - 14,124 - 842 14,968
  

合計 50,203 26,760 226 5,276 82,466



 

４）接続料の算定 

 

 アンバンドル機能ごとの接続料は、３）で算定した各機能ごとの接続料原価を、各機能ごと

の需要で除して算定されることになる。 

 なお、今年度において接続料の設定単位について変更は行われていないが、各機能の需

要についてはそれぞれ以下のように設定している。 

①収容局接続機能の需要・・・平成２２年度の実績台数からＮＧＮのエリア展開等を踏まえ

て予測した収容ルータの稼働装置台数 

②ＩＧＳ接続機能の需要・・・・・平成２２年度の通信実績からひかり電話の増加等を踏まえて

予測したＩＧＳ経由の通信回数（ＳＩＰサーバ分に係るもの）及

び通信時間（中継ルータ・伝送路分に係るもの） 

③中継局接続機能の需要・・・ＧＷルータの稼働ポート数 

 

 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

収容局接続機能 コスト（百万円） 54,932 50,203

需要（収容ルータ装置数） 3,148 2,172

接続料（装置・月） 145.4 万円 192.6 万円

ＩＧＳ接続機能 コスト（百万円） 26,364 26,760

 回数比例（百万円） 11,466 8,168

 時間比例（百万円）（ＭＧ以外） 12,481 14,936

 時間比例（百万円）（ＭＧ) 2,417 3,656

需要 通信回数（千回） 7,777,687 7,379,596

通信時間（千時間）（ＭＧ以外） 277,013 245,605

通信時間（千時間）（ＭＧ） 273,523 237,200

接続料（３分当たり）※ 4.58 円 5.33 円

 １通信ごと（円/回数） 1.4742 円 1.1068 円

 １秒ごと（円/秒）  0.014970 円 0.021174 円

中継局接続機能 コスト（百万円） 253 226

需要（ＧＷルータポート数） 4 4

接続料（１０Ｇポート・月） 527.1 万円 470.8 万円

※中継系交換機能に係る平成２３年度接続料（３分当たり０.４１円）を含む。 
 

 



イーサネット接続機能に係る接続料の改定 

 

１．平成２４年度接続料 

 

 ＮＧＮのイーサネット接続機能に係る平成２４年度接続料については、他のＮＧＮ機能と同様

に１年間の将来原価により算定している。 

 具体的には、平成２２年度の接続会計における一般第一種指定設備（ＮＧＮイーサネットに

係る設備）の費用をベースに、昨年度の算定と同様、ＮＧＮイーサネットの需要及び提供エリ

アの拡大を踏まえて予測した平成２４年度の取得固定資産価額の伸び率等を考慮した上で、

各費用の算定等を行っており、以下のような階梯（①～④）別に設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ＰＶＣ（パーマネント・バーチャル・サーキット）：１対１でのみ接続するサービス 

※ ＣＵＧ（クローズド・ユーザ・グループ）：複数対地間で接続可能なサービス 

※ ＭＡ：単位料金区域 

  

 例えば、県ＰＯＩにおいて接続を行う場合、①、②、③、④の各階梯における品目別の接続料

が適用される。一方、ＭＡ－ＰＯＩにおいて接続を行う場合、①、②、④の各階梯における品目

別の接続料が適用される。 

なお、基本機能である本機能の利用に当たっては、接続事業者から要望があった時点で、

ＮＴＴ東西においてシステム改修を行う必要がある。ただし、当該費用は PVC タイプを利用す

る接続事業者間において負担（別途、網使用料（加算料等）を規定）する予定であるため、そ

の負担額については、具体的な接続要望を踏まえたシステム改修の詳細等が決まった時点

で設定する予定である。 

 

２．接続料算定 

 

（１）接続料原価の算定フロー 
 

階梯 適用単位 品目 

④相互接続用設備 

 

装置ごと（事業者ごと

に個別に設置） 

- 

③県内中継設備 

 

事業者ごと・県ごとの

総使用帯域あたり 

10M 100M 1G

20M 200M 2G

30M 300M …

… … 10G

90M 900M 1G 毎

②ＭＡ内設備 

 

事業者ごと・ＭＡごと

の総使用帯域あたり 

10M 100M 1G

20M 200M 2G

30M 300M …

… … 10G

90M 900M 1G 毎

①アクセス回線 

 

アクセス回線ごと ～100M ～1G 

収容
ＳＷ

中継
ＳＷ

ＧＷ
ＳＷ

収容
ＳＷ

（MA代表）

他事業者
接続用ＳＷ

他事業者
接続用ＳＷ

東西代表ＰＯＩ 県ＰＯＩ ＭＡ-ＰＯＩ

ＣＵＧのみ利用 ＰＶＣのみ利用



 ＮＧＮイーサネットの平成２４年度接続料原価の算定に当たっては、平成２２年度の接続会

計におけるＮＧＮイーサネットに係る設備の費用をベースに、昨年度の算定と同様、イーサネ

ットサービスのユーザ数等に応じた設備構築実績を踏まえて予測した平成２４年度の取得固

定資産価額の伸び率等を考慮した上で、各費用の算定等を行っている。 

 その上で、上記の費用を以下のように設備の種類に応じて直課又は配賦している。 

①ＮＧＮイーサネットを構成する設備のうち、収容スイッチ、中継スイッチ、ＧＷスイッチと局

内メディアコンバータに係るコストは、関係する階梯別コストに直課 

②伝送路のコスト※は、関係する階梯別コストに配賦 

※伝送路コストは、波長数比により、イーサネット接続機能とそれ以外のＮＧＮ接続機能（中継局接続など）

との間で分計 

以上をまとめると、階梯別コストごとの接続料原価は以下のとおりとなる。 

 

【ＮＴＴ東日本】                                     （単位：百万円） 

 ｱｸｾｽ回線 ＭＡ内設備 県内中継設備 ＧＷスイッチ 合計 

局内 

ＭＣ 

MC 本体 808 - - - 808

１G ﾎﾟｰﾄ追加分 46 - - - 46

収容スイッチ - 6,068 - - 6,068

中継スイッチ - - 627 - 627

ＧＷスイッチ - - - 6.29 6.29

伝送路 伝送装置 - 1,380 223 - 1,603

中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ - 273 21 - 294

（回線管理運営費） 495 - - 495

合計 1,349 7,721 871 6.29 9,948

 

【ＮＴＴ西日本】                                     （単位：百万円） 

 ｱｸｾｽ回線 ＭＡ内設備 県内中継設備 ＧＷスイッチ 合計 

局内 

ＭＣ 

MC 本体 579 - - - 579

１G ﾎﾟｰﾄ追加分 34 - - - 34

収容スイッチ - 3,615 - - 3,615

中継スイッチ - - 664 - 664

ＧＷスイッチ - - - 8.91 8.91

伝送路 伝送装置 - 1,216 456 - 1,672

中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ - 211 56 - 267

（回線管理運営費） 490 - - - 490

合計 1,104 5,042 1,176 8.91 7,329

 

（２）接続料の算定 

 

ア ＭＡ内設備及び県内中継設備におけるＰＶＣ換算、帯域換算、逓減的な料金体系、バル

ク型料金体系 

 

イーサネット接続機能の接続料は、（１）で算定した階梯ごとの接続料原価を、各階梯ごと

の需要で除して算定することとなる。今回の申請案でも、ＭＡ内設備及び県内中継設備の需



要について、昨年度の算定と同様に、ＰＶＣ換算係数、帯域換算係数、逓減的な料金体系及

びバルク型料金体系の採用という各措置を講じている。 

１） ＰＶＣ換算係数は、アクセス回線からＰＯＩまでの全区間で契約帯域と同帯域のネットワ

ークを使用する PVC に比べ、網内折返しが可能なＣＵＧは契約帯域に対するネットワ

ークの使用帯域が小さい点に着目し算定を行うものであり、平成２４年度の契約数予測

に基づき設定している。具体的には、ＣＵＧの契約帯域にＰＶＣ換算係数を掛けて需要

の算出に用いている。 

 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

PVC CUG PVC CUG 

ＭＡ内設備 1.00000 0.62055 1.00000 0.76627 

県内中継設備 1.00000 0.63636 1.00000 0.69110 

 

２） 帯域換算係数は、一般的にＩＰ系の装置価格について、帯域差ほど費用差が生じてい

ないことに着目し、算定を行うものである。具体的には、昨年度の算定と同様、市販の

イーサネットスイッチのポート帯域とポート単価から帯域とコストの関係式を推定し、帯

域比では１：１００であるものがポート単価比では１：７.４（帯域１０倍ごとにコストが約２．

７倍に増大）となるように設定している。 

３） 逓減的な料金体系は、ＭＡ内設備と県内中継設備の帯域ごとの接続料について、単

位帯域（１Mb/s）あたりの料金を求めた上で、２）の帯域換算に用いた係数を乗じること

により、逓減的な料金設定を行うものである。これによると、例えば１００Ｍｂｐｓの接続

料は１０Ｍｂｐｓに対して約２．７倍の接続料となる。 

４） バルク型料金体系は、帯域換算係数と同様の考え方により、事業者ごとに利用してい

る回線を個別に捉えずに、各回線に係る帯域を合算して接続料を算定・適用するもので

ある。なお、スケールメリットが働くのは同一の設備を利用する場合に限られることから、

合算する回線は同一ＭＡないし同一県内の回線に限定している。 

   これによると、例えば１事業者が同一ＭＡ内で５０Ｍ・７０Ｍ・８０Ｍの３回線を使用する

場合、合算した２００Ｍの帯域に相当するＭＡ内料金が適用されることとなる。 

 

イ 接続料算定 

 

 具体的には、今回の申請案では、それぞれ以下のように設定している。 

１） アクセス回線（回線ごとに接続料を設定） 

局内メディアコンバータ等のコストを総アクセス回線数で除し、加入光ファイバ接続料を

加算して算定。 

２） ＭＡ内設備（ＭＡの通信速度品目ごとに接続料を設定） 

ＭＡ内設備の単位帯域当たり料金（ＰＶＣ換算係数等適用後）に、各品目の換算後帯域

を乗じて算定。（同一設備における事業者ごとに合算した帯域ごとに適用） 

３） 県内中継設備（県内の通信速度品目ごとに接続料を設定） 

県内中継設備の単位帯域当たり料金（ＰＶＣ換算係数等適用後）に、各品目の換算後帯

域を乗じて算定。（同一設備における事業者ごとに合算した帯域ごとに適用） 

４） ＧＷスイッチ（装置ごとに接続料を設定） 



ＧＷスイッチのコストをＧＷスイッチ台数で除して算定。 

 接続料（ＭＡ内・県内中継設備は１Mb/s あたり料金）は、以下のとおり。※１ 

 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

アクセス回線 

 

コスト（百万円） 1,349 1,104

 MC 本体 808 579

 1G ﾎﾟｰﾄ追加分 46 34

 回線管理運営費 495 490

需要 ｱｸｾｽ回線数（ｼﾝｸﾞﾙ回線換算後） 42,041 24,596

 1Gb/s ｱｸｾｽ回線数 917 664

 全契約回線数 41,028 24,126

接続料 
※３ 

～100Mb/s（回線・月） 5,943 円 

（▲20.7％） 

7,960 円

（▲16.5％）

 ～1Gｂ/s（回線・月） 10,123 円 

（▲16.0％） 

12,230 円

（▲9.7％）

ＭＡ内設備 

 

コスト（百万円） 7,721 5,042

 収容ｽｲｯﾁ･MA 面伝送装置 7,448 4,831

 中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ※２ 273 211

需要 帯域換算あり（Mb/s） 8,491 5,106

 帯域換算無し（Mb/s） 958,233 528,722

単位料金（Mb/s・月）※３ 73,120 円 

（▲7.4％） 

78,882 円

（▲8.2％）

県内中継設備 

 

コスト（百万円） 871 1,176

 中継ｽｲｯﾁ･県内面伝送装置 850 1,120

 中継ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ※２ 21 56

需要 帯域換算あり（Mb/s） 1,774 1,961

 帯域換算無し（Mb/s） 235,454 251,421

単位料金（Mb/s・月）※３ 39,937 円 

（▲10.4％） 

47,603 円

（▲6.3％）

ＧＷスイッチ 

 

コスト（百万円） 6.29 8.91

需要 ｹﾞｰﾄｳｪｲｽｲｯﾁ装置数 2.00 2.00

接続料（装置・月）※３ 

 

262,083 円 

（▲1.9％） 

371,250 円

（▲11.2％）

※１ アクセス回線、GW スイッチは貸倒率加味後。MA 内・県内中継設備は貸倒率加味前。 

※２ 中継ダークファイバ分については帯域換算は行っていない。 

※３ 括弧内の数字は、昨年度接続料からの増減率。 

 ＭＡ内、県内中継設備の接続料（逓減的な料金体系による）は、以下のとおり。※ （単位：円） 

 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

ＭＡ内設備 

（事業者毎、ＭＡ毎） 

10Mb/s･月 199,061 （▲7％） 214,799 （▲8％）

100Mb/s･月 543,310 （▲7％） 586,783 （▲8％）

1Gb/s･月 1,496,153 （▲7％） 1,621,019 （▲8％）

10Gb/s･月 4,246,392 （▲6％） 4,651,714 （▲8％）

県内中継設備 

（事業者毎、県内毎） 

10Mb/s･月 108,680 （▲10％） 129,618 （▲6％）

100Mb/s･月 296,182 （▲10％） 354,022 （▲6％）

1Gb/s･月 811,190 （▲10％） 977,342 （▲6％）

10Gb/s･月 2,258,563 （▲10％） 2,798,079 （▲4％）

※貸倒率加味後。括弧内の数字は、昨年度接続料からの増減率。 


